
　管理組合が行うマンションの地震対策は、事前（平
時）にできること、大地震が起きた時にすること、
大地震後少し落ち着いてから行うことに分けて考え
られます。これらすべてを地震対策と考えてもよい
でしょう。特に大都市圏では、避難所のスペースが
限られていることがあり、建物に少々被害があった
としても構造上倒壊の危険が低い状態であれば、住
み慣れた自宅マンションで生活を継続することにな
る可能性が高いといわれています。
　このため、大地震が起きる前に、できるだけ被害
を予防する対策を講ずることが重要となります。今
回は、マンション管理組合が行う「事前の地震対策」
について考えてみます。
　事前の地震対策は「あらかじめ被害が起きないよ
うに建物や設備の物理的な地震対策を行っておく」
ことと、「実際に大地震が起きた後の対応方法を想
定して決めておく」ことが考えられます。
　マンションの築年数や造り、敷設されている設備
によって、被害予防のための事前対策は大きく異
なってきます。
　特に耐震安全性が確かめられていない旧耐震基準
のマンションは、大地震時に建物が倒壊・崩壊する
危険性があり、居住者や利用者の生命の安全が確保
できなくなる可能性があり、対策が強く求められま
す。
　設備については、築年数や新耐震基準・旧耐震基
準にかかわらず、生活の継続に必要な電気、給水、
排水、ガス等のライフラインの機器、配管が地震で
破損しないような対策を事前に行っておくことが求
められます。これらのライフラインは、大元の供給
や処理が停止することがあるため、発災後しばらく
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は使えない可能性が高いですが、供給・処理が復旧
したのち迅速に使用できるよう、マンション管理組
合が所有・管理する部分の設備の地震対策が重要と
なります。また、居住者自身が生活継続のための備
蓄、ポータブルトイレの準備などの対策をしておく
ことも安心材料となります。
　事前の情報収集として、マンションが立地する地
域の災害危険度を知っておくことも大切です。ハ
ザードマップなどにより大地震時の被害想定や震度
想定、火災危険度、地震以外の水害等についてもリ
スクを確認しておくことおすすめします。
　実際に災害が起きた時に備え、いざというときの
協力体制や連絡手段を確認しておくことも大切で
す。大都市で大きな地震が発生した場合、広範囲で
多数の被害が生じることが懸念され、いつも管理組
合をサポートしてくれる管理会社やエレベーターの
保守点検会社はパンク状態になり、すべてのマン
ションに迅速にかけつけて被害状況の把握や被災復
旧等の対応を行うことは困難であると想定されま
す。
　このためいち早い復旧のためには、管理組合を構
成する区分所有者自身が共用部分の点検や、片付け、
設備機器の使用の可否等を判断しなければならなく
なる可能性があります。
　発災後しばらくたち、落ち着いたころに、復旧の
ための構造耐力調査や工事等を、発注するために総
会を開く必要があるかもしれません。区分所有者同
士の協力や、連絡手段の確保、また区分所有者の連
絡先名簿等に管理組合理事会がアクセスできる仕組
みを作っておくことも大切です。
　なお、標準管理規約第21条6項に、災害等の緊急
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時に理事長判断によって行う敷地及び共用部分等の
必要な保存行為の規定や、標準管理規約第54条に、
災害時の応急的な修繕工事の実施や修繕積立金の取
り崩しについての規定があるため、これらも参考に、
ルール面での管理組合の事前対策を確認、検討する
事も大切です。
　マンション管理組合が取り組む地震対策は、敷地
や建物などの物理的なものから、区分所有者のつな
がりを維持するためのソフト面での方策まで幅広く
あり、マンションごとに取り組みが必要な課題は異
なります。まずは、自分のマンションの現状をよく
知る事から始めてみてください。
　
　さて、ここからは旧耐震基準で建てられたマン
ションの耐震化について解説します。1995年の阪神
淡路大震災を契機に耐震改修促進法が制定され、既
存旧耐震建築物の耐震診断や耐震改修の促進が図ら
れてきました。耐震改修促進法では、建物の用途に
限らず、旧耐震基準設計によって設計された建築物
の所有者は、耐震診断の実施や、耐震改修の実施の
努力義務を負うと定めており、分譲マンションの場
合は、区分所有者一同が構成する管理組合がその努
力義務を負う事になります。
　耐震改修促進法の制定から29年が経過しました
が、住宅の耐震化は、いまだその途上にあり、とり
わけ分譲マンションについては、合意形成が難しい
ことなどから、耐震化の難易度が高いといわれてい
ます。

　耐震化による生活者の安全性の確保はもちろんの
ことですが、今後建築物のストック流通が増加する
時代にあって、既存住宅の資産価値評価の際に、耐
震性能が、より重視される時代が来ることが想定さ
れます。
　徐々に、耐震診断による安全性の確認や、耐震改
修工事を実現したマンション管理組合の実例も増え
つつある一方、管理組合によっては、耐震診断は実
施したものの、様々な事情によりその後の耐震改修
計画の策定や耐震改修工事の実現に至らないケース
もあります。これは、高経年マンションであるが故
の「計画修繕工事の多様化・高額化」や「修繕積立
金等の管理組合の資金不足」「役員の担い手不足等
による管理組合運営の継続の困難か」など、様々な
課題に取り組まざるを得ない状況下において、耐震
化の検討や実現が困難となっている実態が想定され
ます。
　公益財団法人マンション管理センターの調査事業
として、2021年から2022年にかけて特定非営利活動
法人耐震総合安全機構が、実際に耐震化の取組みを
行った様々なマンションの実態について、マンショ
ンごとの具体的な進捗状況や、取り組みがスムーズ
にいっていいる場合、いない場合のそれぞれ支障と
なった事柄の要因や課題、乗り越え方などについて
実例の調査・分析を行いました。
　この調査の結果から、マンションの耐震化をめぐ
る様々な課題が浮かび上がってきましたが、建物の
耐震性能や構造の特徴、構造以外の建築・設備等の

 
 
 
 
 
 
 
 
 

一般的な 3つの劣化 

経済的劣化 

転売価格低下 

資産価値低下 

修繕費負担 

保守管理負担 

 

社会的劣化 

陳腐化 

既存不適格 

居住者ニーズ 

生活スタイル 

 

物理的劣化 

ひび割れ 

中性化 

腐食 

性能低下 

 

現実には 3つの要因がお互いに関係し合い、物理的な劣化の放置が、 

経済的な劣化を招き、社会的な劣化を助長するなど、負のスパイラルに陥りやすい。 

運営面の課題 

管理組合役員不足 

当事者意識の低下 

近頃はこんな問題点も 耐震性能不足 

マンションをめぐる「劣化」の考え方 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一般的な 3つの劣化 

経済的劣化 

転売価格低下 

資産価値低下 

修繕費負担 

保守管理負担 

 

社会的劣化 

陳腐化 

既存不適格 

居住者ニーズ 

生活スタイル 

 

物理的劣化 

ひび割れ 

中性化 

腐食 

性能低下 

 

現実には 3つの要因がお互いに関係し合い、物理的な劣化の放置が、 

経済的な劣化を招き、社会的な劣化を助長するなど、負のスパイラルに陥りやすい。 

運営面の課題 

管理組合役員不足 

当事者意識の低下 

近頃はこんな問題点も 耐震性能不足 

マンションをめぐる「劣化」の考え方 

特集２　マンションの地震対策

9



劣化事象、資金の状況、管理組合の特性や意思決定
方法など多様な要素が影響している事がわかり、マ
ンション耐震化の課題や阻害要因は、個別性が高い
ことが分かっています。
　
　建築物の耐震化は、耐震診断→耐震補強の計画・
設計→耐震補強工事という手順で進める必要があり
ます。耐震診断により不足する耐震性能や耐震上の
弱点を正確に把握し、その結果を踏まえて耐震性能
引き上げの目標値や、耐震補強の具体的な手法を検
討し、適切な補強設計を実施する事になります。
　マンションの場合、これらの手順のそれぞれの実
施について、総会で決議し進めていくことになるた
め、耐震化の発意から耐震補強工事完了まで、相応
の期間が必要となります。
　また、耐震補強は、マンション建物の特性や敷地
条件など個別性の高い制約条件の中で行う必要があ
ります。そのマンションにとって最適な補強方法
は、耐震診断の結果から直ぐ導き出せるとは限りま
せん。耐震補強工事が実現・完了したマンションで
は、幾つかの選択肢の技術的検討と並行して、長期
修繕計画から大規模修繕工事など他の計画修繕工事
との技術的・資金計画的・工事時期等もすり合わせ
を行い、耐震補強方法や具体の補強場所を検討・決
定していく過程に取り組んでおり、課題に取り組み
ながら上手く工事に結び付けている実態が見えてき

マンション耐震化の課題と、乗り越えるヒント 
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至る場合あり 長期的な視点での資金計画を検討し、大規模修繕工事等と組み合わせた工事計画を立て
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ました。
　なお、多くのマンションで耐震診断完了後、次の
フェーズへ以降する段階が最も難しく耐震化のボト
ルネックになっている実態も確認できました。
　これは、耐震診断の次に耐震補強計画への取り掛
かり難さがあるものと推定されます。多様な検討
テーマに同時に取り組む必要があり、そのための合
意形成など、技術面よりソフトな課題の比重も大き
い事も要因の一つと推測されます。耐震化が実現し
たマンションは、管理組合が主体的に様々な課題解
決の努力をしている実態もありました。
　耐震性能について客観的な状況を把握する耐震診
断を行う事は勿論ですが、マンション耐震化のフ
ローの中で最も重要なのは、補強計画の段階である
ことが分かりました。そのマンション耐震補強の最
適解を求めるために、耐震診断と耐震補強設計の間
に「耐震補強計画」を丁寧に行う事で、様々な情報
が整理され、その後の補強設計や補強工事に繋がっ
ていきます。
　多くのマンションでは、修繕積立金は耐震補強工
事の支出を想定した金額で設定されていません。「耐
震補強計画」の検討の中では、想定される工事費用
の支出に加え、資金調達についても丁寧に検討する
ことが求められます。修繕積立金残高（管理組合の
手持ち金）で不足することが多く、自治体の耐震改
修助成金を活用しながら、管理組合が借入を行う検
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討も必要となります。住宅金融支援機構のマンショ
ン共用部分リフォーム融資制度の利用する場合、耐
震改修を含む性能向上工事を行うと、返済期間を11
年～ 20年間に延ばすことができますが、修繕積立
金を返済に充てるため返済期間中の費用積立が少な
くなるため、他の計画修繕工事の時期や予定金額と
合わせて検討を行う必要があります。
　
　マンション管理組合が取り組むべき課題は多岐に
わたって存在しますが、今後マンションストックが

増加する中で、多くのマンションが良好な資産とし
て評価され、次世代に住み繋ぐためには、大規模修
繕工事のような物理的劣化に対する費用支出に加
え、耐震・地震対策や省エネ性能向上のようにマン
ションの資産になる資金投下や備えが求められま
す。
　地震対策を検討する上でも、マンション全体の資
産価値を維持、向上するという視点を意識しながら、
長期的かつ総合的視点で物理的対策、ソフト面での
対策が行われる事を期待します。
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